


とかち創⽣ローン
 地⽅創⽣ 向  新  資⾦調達 

募集期間 2026年6⽉15⽇ 2026年12⽉10⽇
（所定 募集⾦額 達 次第取扱  終了   ）

ご
利
⽤
条
件

①⻘⾊申告者  
法⼈税 社会保険料 未納   法⼈

お使いみち
運転資⾦   設備資⾦
原則、既存  借⼊  返済資⾦     使  
ただけません（注１）

②業歴3年以上  
2期連続正常決算（各12カ⽉以上）である法⼈

③直近２期     決算  償却前経常利益 ⿊字 
    経常収⽀（注２） ⿊字  法⼈

 借⼊ ⾦額 5百万円 30百万円（百万円単位） ④別途定める業種の法⼈
（詳細 当⾦庫  問合     ）

お借⼊れ期間
5年3 ⽉ 5年10カ⽉
初回返済⽇ 2027年4⽉20⽇
最終返済⽇ 2032年3⽉22⽇ ※１ 利⽤条件 判定は当⾦庫 基準   ⾏   

ので、必ずしも決算書にご記載の数値で判断するとは
限りません。また、上記条件を満たしたうえで、通常の融
資と同様の審査をお受け頂きます。審査結果によっては、
ご融資できない場合があります。

※２ 借⼊ 利率  資⾦  使    当⾦庫所
定 要件 該当  場合 利率 優遇 ⾏   
（裏⾯参照） 

ご返済⽅法 毎⽉元⾦均等返済（ 返済60回）

 借⼊ 利率 審査結果 応  当⾦庫所定 利率 設定   
いただきます

お借⼊れ⽇ 2026年6⽉ 2026年12⽉
（詳しくは窓⼝にお問い合わせください）

事務取扱⼿数料 55,000円（消費税込）

担保/保証⼈ 無担保 代表者保証不要

[ 利⽤条件]

無担保  代表者保証 不要 ⻑期 資⾦ 確保     
通常     融資 同様  取引    実質的  市場   資⾦調達        
調達⼿段の多様化につながります。

[本商品の特徴]

（注1）過年度 利⽤     創⽣    ⼜ 所定 条件 満  場合 旧債返済資⾦    使        
（注2）経常収⽀=償却前経常利益-受取⼿形増減-売掛⾦増減-棚卸資産増減+⽀払⼿形増減（除く設備分）+買掛⾦増減
［ご相談時に必要な書類］
下記以外に、必要に応じて納税証明書、試算表等をお願いすることがあります。
□CLO参加申込書 □直近2期分の決算書（借⼊明細及び税務申告書（所定部分）等を含む。）□登記事項証明書
□⽇本税理⼠会連合会 中⼩企業 会計 関  指針（   要領） 適⽤ 関          （新規取引 場合等）

[本商品 仕組   留意点]

【本商品の仕組み】
本商品  ⽇本公庫 提携  無担保代表者保証不要  融資 中⼩企業者 皆様  提供       
 融資 債権譲渡 伴   皆様   融資 通常     融資 同    当⾦庫 ⽇本公庫 CDS契約（⼀種の損失補償契約）を締結
する形で証券化します。
【情報開⽰（個⼈情報を含む）】
証券化を⽬的に、⽇本公庫、格付会社など必要最低限の証券化関係者（本CLO当事者等）に対し、財務情報や代表者名等の個⼈情報など
が開⽰（社債の取得者（機関投資家）に対しては社名及び代表者の名前が特定されない形で開⽰）されることに同意していただく必要があります。
【申込撤回・契約解除・期限前返済の原則禁⽌】
CLO参加申込書提出後 申込撤回及 ⾦銭消費貸借契約締結後 契約解約          本借⼊実⾏後 期限前弁済  当⾦庫 
承諾 得    場合       

中
⼩
企
業
者

当
⾦
庫

⽇
本
公
庫

特
別
⽬
的
会
社

市
場

無担保融資

払込⾦

CDS契約 CDS契約 社債発⾏

本商品は⽇本公庫と連携し、地⽅創⽣ 担 中⼩企業者  融資  制度   

[本商品の概要]



とかち創⽣ローン
地域未来応援プラン

[⾦利優遇]

[ 利⽤条件] は、表⾯をご覧ください。

脱炭素 省   地域 持続的発展 取 組 事業者 応援    
環境負荷の低減や地域課題の解決に資する設備投資・事業活動に対し、とかち創⽣ローンの
⾦利 優遇いたします。

[     資⾦  利⽤      ]

審査結果 応  当⾦庫所定 利率  ▲0.3％

設備資⾦

省   環境負荷軽減設備 導⼊

労働環境改善・安全対策設備を導⼊

経営管理⾼度化設備 導⼊

運転資⾦
雇⽤維持・⼈材育成、
商流改善 ⽀払条件改善 取組 

経営管理⾼度化  取組 
※ 確認資料  提出    場合       

取組  確認    場合  ⾦利優遇 実施        了承     
詳細  当⾦庫融資窓⼝  問 合       

[本商品 仕組   留意点]

【本商品の仕組み】
本商品  ⽇本公庫 提携  無担保代表者保証不要  融資 中⼩企業者 皆様  提供       
 融資 債権譲渡 伴   皆様   融資 通常     融資 同    当⾦庫 ⽇本公庫 CDS契約（⼀種の損失補償契約）を締結
する形で証券化します。
【情報開⽰（個⼈情報を含む）】
証券化を⽬的に、⽇本公庫、格付会社など必要最低限の証券化関係者（本CLO当事者等）に対し、財務情報や代表者名等の個⼈情報など
が開⽰（社債の取得者（機関投資家）に対しては社名及び代表者の名前が特定されない形で開⽰）されることに同意していただく必要があります。
【申込撤回・契約解除・期限前返済の原則禁⽌】
CLO参加申込書提出後 申込撤回及 ⾦銭消費貸借契約締結後 契約解約          本借⼊実⾏後 期限前弁済  当⾦庫 
承諾 得    場合       
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CDS契約 CDS契約 社債発⾏

（2026.06）


